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①調査事案の概要

【事案の概要】

独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）は、外務省から交付
された独立行政法人運営費交付金等を用い、コンサルタントへ
の委託等を行い、途上国に対する技術協力を実施している。

我が国のインフラの海外展開等、海外における日本のプレゼ
ンスを高めていく上では、日本のＯＤＡ案件のみならず、巨大
なビジネスチャンスが広がる国際機関や相手国政府の案件を受
注していくことが重要であり、そのためには、川上に位置する
コンサルタントの国際競争力の確保が必要となっている。

しかしながら、我が国の開発コンサルタントの海外業務受注
額の約９割はＪＩＣＡの関連案件となっており、国際機関・相
手国政府・民間からの受注が極めて少ない現状にある。【図
１】アジア開発銀行（ＡＤＢ）のコンサルタント契約を見ても、
日本企業は全体の５％しか受注できていない。【図２】

欧米系の開発コンサルタントがＭ＆Ａや現地化等により競争
力を強化しているのに対し、日本の開発コンサルタントは、企
業規模の拡大が進まない上、高齢化が進展し、国際競争力が低
下しているとの指摘もなされている。

他の主要国・国際機関では、技術協力を実施するに当たり、
価格面も相当程度加味して選定を行っていることも踏まえ【図
３】、ＪＩＣＡの技術協力の調達契約制度・運用が妥当なもの
となっているか改めて検証を行う必要がある。
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②調査の視点

価格競争メカニ
ズムが働き、コン
サルタントの国際
競争力が向上して
いく調達契約制度
となっているか。

契約が割高な単
価となっていない
か。支払方法が合
理的なものとなっ
ているか。

国際競争が激化
していることを踏
まえ、援助の質を
高めていく取組が
十分に行われてい
るか。

【調査対象】
独立行政法人：１
法人

１．調達制度につ
いて

２．契約単価・支
払方法について

３．質の向上に向
けた取組について

【国費の流れ】

外務省 →運営費交付金等（定額）→ＪＩＣＡ →コンサルタント等
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③調査結果及びその分析

１．調達制度について

ＪＩＣＡの技術協力プロジェクトは、８年前の平成22
年の閣議決定で、可能な限り一般競争入札に移行するこ
とが求められていたが、一般競争入札は全く行われてお
らず、全て随意契約で行われていた。【図４】また、他
の主要国・国際機関における技術協力の業者選考時の価
格点の配点割合は20～30％程度であるのに対し、ＪＩＣ
Ａの配点割合は２％であった。【図３及び５】
ＪＩＣＡは自ら定めたガイドラインで競争性のない随

意契約（特命随意契約）を締結できる要件を厳しく定め
ているが、実際の運用では、特定の大学間の協議で選出
されたことをもって、「契約の性質又は目的が競争を許
さないもの」に該当するとしてその協議に参加した大学
と特命随意契約を締結した事例が複数あった。

現在、受注者への支払いは、原則実費精算方式をとっ
ているが、コンサルタントの人件費は、実費ではなく、
ＪＩＣＡが定めた単価表に実働月数をかけて支払いを行
っている。【図６】この算定方法には、①年功序列型の
報酬体系で若手を起用すれば利益が減ってしまう、②業
務の内容は考慮せず国交省の設計業務の単価体系を全て
の案件に適用している、③直接人件費の約２倍に上る間
接経費を計上している【図７】、④プロジェクトに専属
従事することを強いられ業務掛け持ちができない、とい
った問題点があると考えられる。
実際の契約状況を調査したところ、従事者の分布は、

支払単価・利益率が高い号数の従事者が多く、単価・利
益率が低い若手（５号・６号）の従事者の割合は約１割
となっていた。【図８】
また、コンサルタントの単価表は、国交省の設計業務

の単価体系を基にしているが、技術協力プロジェクトの
大型案件51件（211億円）の内容を確認したところ、設
計に関する技術協力案件は１件もなかった。

２．契約単価・支払方法について

価格点が2％しかないので、
技術点が僅差でなければ価格
を開封していない。
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③調査結果及びその分析 ④今後の改善点・検討の方向性

現行制度は価格競争メカニズムが機能せ
ず、我が国のコンサルタントの国際競争力
を低下させている。国民の税金を有効活用
するとともに、コンサルタントの国際競争
力の向上を図るため、現行の調達契約制度
を抜本的に見直し、原則全ての技術協力に
ついて、価格が相当程度加味される一般競
争入札等に移行すべき。

実費精算方式をとっているが、実態とし
ては、単価の高止まり、従事者の高齢化、
業務の非効率化、非計画的な執行、追加の
予算投入を招いている。
今後は、若手の登用、マルチタスクによ

る働き方改革、定められた契約に基づく計
画的な工程管理、精算業務の効率化を促す
ため、１の調達改革と併せて成果報酬（ラ
ンプサム）契約に移行すべき。特に、国際
競争力の低下の大きな要因となっている割
高なコンサルタントの人件費・間接経費の
積算方法はゼロベースから見直すべき。

国際的に評価される優秀なコンサルタン
トを確保するため、参入障壁の撤廃やＰＤ
ＣＡサイクルの構築を徹底して行うべき。
具体的には、①コンサルタントの事後評価
を次回以降の技術点評価に反映する具体的
かつ明確なルールの設定・公表、②ＪＩＣＡ
以外で国際的な受注実績がある場合の技術
点の加点、③外国法人・外国人材の起用制
限の撤廃、④特定の技術の移転に重点が置
かれている案件についてその技術に関する
実績があることを応募の必要条件とすべき。

１．調達制度について

２．契約単価・支払方法について

３．質の向上に向けた取組について

コンサルタントとの契約後の増額変更は、災害や治安情勢の悪化
等のやむを得ない事情がある場合に限らず、幅広く行うことが可能
なルールとなっていた。平成29年度に終了した技術協力プロジェク
トでは、約65％の案件で契約金額の増額が行われており、増額金額
（追加の予算投入）の合計は約20億円となっていた。【図９】50％
以上契約金額を増額しているものも相当数あった。現行の運用は、
①決められた予算・工程で事業執行する計画的管理が不十分であり
、②僅かとは言え業者選考時に価格点が加味されている中で契約金
額を事後的に増額しているのは公平性の観点でも問題があると考え
られる。
また、受注者による経費の架空請求が発覚していることから、Ｊ

ＩＣＡでは受注者からの請求が適正かどうか領収書の提出を求めチ
ェックを行ったり、会計士等に委託し現地調査を行うなど、年々、
不正防止のための措置を強化している。これらの事務は現行の実費
精算方式の下では予算を適正に執行するために当然実施しなければ
ならないものであるが、同時にＪＩＣＡの職員が膨大な精算業務に
追われ、本来の職務であるＯＤＡの現場活動に割く時間を相対的に
減少させている側面もある。不正請求の発生防止と精算業務の効率
化を両立させていくことも課題となっていると考えられる。

援助の質の観点からも、調達制度や運用状況を調査したところ、
以下のような課題があることが判明した。
① コンサルタントの事後評価を次回以降における事業者選定時に
どのように評価反映するのか客観的・具体的なルールがなく、
ＰＤＣＡサイクルが十分に構築されていない。

② 国際機関等からの受注経験がある業務主任者は４分の１程度で
国際競争力のある人材を十分に確保できていない。【図10】

③ 日本で登記されていない外国法人の事業参加や、外国人材の業
務主任者への登用・従事を制限しており、日本企業の実績不足や
不得意分野を補うために外国人材の知見等を十分活用できない。

④ 大手建設系の海外開発コンサルタントが、専門とする建設分野
以外の分野でも技術協力の担い手となっており、真に各分野で
高い技術力を持った企業の参入が十分に進んでいない。

３．質の向上に向けた取組について

２．契約単価・支払方法について


